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おわりに

１．総括
　本調査研究では、有識者インタビュー調査、多摩・島しょ地域の市町村に対する調査、
子どもに関わる現場関係者に対する調査、先進事例ヒアリング調査等を実施した。それ
ら各種調査の結果をもとに、子どもの貧困の背景・現状や多摩・島しょ地域における子
どもの貧困対策の現状・課題等を把握した上で、多摩・島しょ地域の市町村における子
どもの貧困対策について検討を行った。その結果得られた方向性について、以下のとお
り総括する。

（１）子どもの貧困対策の目的
　現在、６人に１人の子どもが相対的貧困の状況にあると言われている。基礎自治体と
して、保育園や小・中学校等の場を活かしながら、見えにくい貧困を含めて貧困の状況
にある子どもたちを把握し、学習や健康・生活面等において「子どもらしい」スタート
を可能にする対策を行っていくことが必要である。また、子どもの貧困対策は、地域コ
ミュニティの活性化や将来の経済損失・社会的コストの削減効果につながることも期待
でき、子どもの貧困対策に取り組むにあたっては、子どもへの支援に加えて、子どもの
貧困の問題を社会全体の問題として捉えていくことが必要である。

（２）子どもの貧困対策を推進する上での観点
　子どもたちが未来を切り拓くための力や自信を育むためには、他者との関係性やつな
がりが必要であり、地域の大人たちによる共助の取組を促していくことが効果的である。
基礎自治体は、地域に一番身近な行政として、地域の力を引き出し、地域の活動や資源
を子どもの貧困対策につなげていくためのコーディネート役を担うことが重要である。
　また、子どもの貧困は、経済面の課題の他に、家庭・人間関係・精神面、教育面、生
活面の課題をあわせもつ。子どもの貧困の多面的・複合的な課題を見据えながら、子ど
も、福祉、教育、健康、コミュニティ等、様々な施策分野の関係各課・組織が連携し、
総合的に取組を行うことが求められる。

（３）子どもの貧困対策の具体的な取組・事業
　教育分野の取組として、幼稚園・保育園等における就学前教育の充実、小・中学校を
プラットフォームとした支援、基礎学力定着の取組、中高連携による高校中途退学予防
の取組が挙げられた。
　また、健康・生活分野の取組として、貧困のリスクが高い子ども・保護者の早期把握・
支援、食事に関する支援、子どもの自己肯定感の醸成に向けた取組等が挙げられた。
　さらに、経済分野の取組として、生活の基盤を支えるための各種助成・給付制度、保
護者・青年期への就労支援等が挙げられた。
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　なお、各分野の取組は、「つなげる」「生活の基礎を支える」「連鎖を断つ」の３つの
局面に分類できた。基礎自治体としては、保育園や小・中学校を所管し、住民に最も近
い基礎自治体として、支援が必要な子どもを把握し支援へと「つなげる」取組、また、
困難な経済・就労状況が次世代に受け継がれることのないように、貧困の「連鎖を断つ」
取組が特に重視される。

２．おわりに
　本調査研究を進めていく中で、「貧困」という困難を抱えた子どもたちの厳しい状況
を目の当たりにしてきました。現場関係者へのアンケート調査やヒアリング調査等から
得られた子どもたちの苦しい状況に、基礎自治体として果たしてどのような支援が可能
なのか暗澹たる思いでした。しかし一方で、子どもたちを支えようと奮闘しておられる
地域、NPO、大学生、自治体職員等の方々の熱い思いや取組を拝見し、子どもたちの
希望は必ずあると感じました。
　本調査研究では、多摩・島しょ地域の市町村が基礎自治体として取り組む子どもの貧
困対策について提示しました。子どもの貧困は、経済的困窮の問題と捉えられがちです
が、それだけではなく、教育や健康の問題、自己肯定感の欠如等、複合的な課題を含ん
でいます。子どもの貧困の課題を様々な視点から捉えながら、庁内の関係部署が連携し
て総合的に対策を行っていく必要があります。
　また、子どもの貧困対策は、基礎自治体のみで推進できるものではありません。地域
ボランティアやNPO、大学、事業者等の地域の力、国や東京都等の関係機関等と連携
しながら取り組んでいく必要があります。特に、基礎自治体として、地域の力を引き出
し、困難な状況にある子どもたちを、たくさんの大人たちが関わりながら支えていくこ
とが必要です。
　子ども一人ひとりが持っている未来の可能性は、社会の大きな財産です。そして、子
どもの貧困対策は、貧困の状況にある子どもたちも含めて、すべての子どもたちの幸せ
につながるものだと思います。子どもの貧困対策を効果的に進めていくことによって、
子どもたちが自信を持って、未来を切りひらいていくことができるような多摩・島しょ
地域を築いていきたいと思います。
　本調査研究が、多摩・島しょ地域の市町村の皆様の子どもの貧困対策事業の一助とな
りましたら幸いです。
　最後になりましたが、本調査研究を実施するにあたり、監修をいただきました阿部彩
先生、湯澤直美先生をはじめ、各種調査にご協力いただきました皆様に、この場を借り
て、厚く御礼を申し上げます。

平成29年３月
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